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研究要旨：　
　「労働安全衛生法に基づく定期健康診断」については、「有所見の基準」、「特定業務従事者健診の対象業務」、「既往歴の聴取」等について、様々な課題が存在している。それらのあり方について、一定の提言を行うことを目的とした３年間の研究の２年目として、以下の結果を得た。

「有所見の基準」について、日本産業衛生学会産業医部会員を対象とした郵送自記式調査によって、実態を把握した。有所見の基準について、「臨床ガイドライン等に基づく基準」が最多であった。「医師の指示人数」の基準について、「本人が自らの健康管理のために医療機関を受診すべき基準」が最多であった。いずれも業務と関連する作業関連疾患の概念とは切り離された、「労働者個人の自己保健義務を達成すべき健康管理基準」数値を労働基準監督署に提出することが適切であるとの意見であった。また、「有所見の基準」および「医師の指示人数の基準」を専業で産業医業務を行う医師の中から参加者を募り、デルファイ法により数値基準を作成することを目的にコンセンサス調査を行う準備を行った。３年目の最初に実施する予定である。
「特定業務従事者健診の対象業務」について、日本産業衛生学会産業医部会員を対象に実態調査を行った。該当業務のある事業場では、特定業務従事者健診の実施率は対象業務に関わらずほぼ80％以上であったが、活用例は深夜業以外の業務では少なかった。年度内にインタビュー調査を実施し、特定業務従事者健診の活用例を追加収集する予定である。また、インターネットや文献等を参考に、特定業務従事者健診の歴史について調査を行った。昭和15年の「衛生上有害な業務」が起源であり、特定業務従事者健診の実施基準は、昭和23年の通達で定められてから、大きな変更はなかった。

「既往歴の聴取」について、日本産業衛生学会産業医部会員を対象に実態調査を行った。回答者の14％が担当する事業場で人事総務部や上司が既往歴の情報を管理していること、既往歴の情報の媒体は電子データ19％、紙媒体31％、両方47％で管理していることなどの結果が得られた。また、既往歴の聴取のあり方について統括産業医を対象にしたフォーカスグループディスカッションを行い、既往歴を聴取する目的、聴取する内容、取り扱いについて検討し、概念整理案を作成した上で、その結果について法律家による検討の結果を得た。
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A.　研究の背景と目的

日本では、労働安全衛生法に基づき、常時使用する労働者の健康状態を把握し、労働時間の短縮や作業転換等の事後措置を行うことによって、脳・心臓疾患の発症防止や生活習慣病等の増悪防止を図ることなどを目的として定期健康診断（一般健康診断）を実施することが、事業者に義務付けられている。昨今、労働力の高齢化や長時間労働への対応の必要性、特定健康診査やストレスチェック制度の開始など、労働者の健康管理を取り巻く環境が変化しており、それらに応じた見直しが図られる必要がある。

そのような状況を背景に、厚生労働省では平成28年2月から「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のあり方検討会」を開催して検討を重ね、同年12月に報告書が取りまとめられた。その中で、労働安全衛生規則第45条に基づく特定業務従事者への健康診断の対象業務の妥当性など、今後検討すべき課題が提示された。そこで本研究では、検討会で提示された諸課題と関連して、以下の３項目について、それぞれに目標を定めて検討を行うことにした。

１．「有所見の基準」
定期健康診断の目的を前提とした“有所見”の定義の選択肢を示し、各健診項目に関してその定義にあった数値基準や所見基準のコンセンサス調査の結果を明らかにする。また、定義ごとに、コンセンサス調査の結果を基準とした場合の労働者全体（年齢・性別）に占める割合を算出する。その上で、「有所見の基準」に関する提言を行う。
2． 「特定業務従事者健診の対象業務」
事例の収集および質問紙調査等で実態を明らかにする。そのうえで、特定業務従事者健診の意義、事後措置のあり方を専門家によるフォーカスグループディスカッション（FGD）を行い想定される対象業務を抽出して、対象業務についてデルファイ法によるコンセンサス調査を行って対象業務候補を提示する。また、同健診の歴史的な背景も明らかにする。その上で、「特定業務従事者健診の対象業務」について、提言を行う予定である。
3． 「既往歴の聴取」
文献調査および個別事例の収集を行うとともに、労働衛生機関における既往歴の聴取状況についても確認する。そのうえで、FGDによって事業者が安全配慮義務を果たしたり、労働者の健康の保持増進を目的としたりした場合の聴取すべき既往歴（服薬歴や喫煙歴を含む）の基本的考え方を整理する。また、既往歴は機微な個人情報であることより、法的および倫理的側面からの検討を併せて行う。それらの検討の結果をもとに「既往歴の聴取」に関するガイドを作成する。
各項目について、１年目には、以下のような研究を行っている。

１．「有所見の基準」
事例収集を行った結果、労働基準監督署への報告様式にある「所見のあつた者の人数」については、健診実施者の判定が優先され、「医師の指示人数」に関しては健診実施者より産業医判断とした事例が多かった。また、概念整理として、統括産業医を対象にFGDを実施した結果、有所見のイメージとしては健診機関で異常値と判定された人や医療の継続的なフォローが必要な人、個人の正常値を外れた人という意見があったが、監督署報告は基準が示されていないことやその活用の有効性が明確ではないため、実際にはあまりこだわっていないとの実態が示された。また、「医師の指示人数」に関しては、健康診断にて要精密検査・要医療となった人数や就業制限をかけた人数、面談を実施した人数など複数の意見があった。

２．「特定業務従事者健診の対象業務」
特定業務従事者健診の対象業務の実施状況について事例収集を行ったところ、特定業務従事者健康診断の実施率は業務内容により様々であった。その中で、深夜業の実施率は94.7％と高率であったが、特殊健康診断の対象にもなる業務では、特殊健康診断の実施率の方が高かった。特定業務従事者健康診断の主な実施理由は法令順守であり、業務に起因する健康障害に関する項目が含まれていないため、事後措置等では積極的には活用していないという回答もあった。

３．「既往歴の聴取」
既往歴の聴取のあり方に関する事例調査」を行った。既往歴として聴取している内容について、現在り患している疾病が含まれないとの回答が１件あった。また服薬歴を含んでいるとの回答は約7割の回答者にとどまった。既往歴の調査内容・方法は、健診を実施する機関に依存している状況であった。一方、「健康診断機関の問診票の実状」を先行研究で収集された64種類の問診票の集計結果を参考に調査した。その結果、内容は問診票によって大きく異なっていた。また、既往歴の考え方にも多様性を認めた。服薬歴については、特定健康診査の標準的質問票に含まれる項目に限定されていた。

　以上の結果に基づき、今年度は２年目の研究を行った。なお、当初は今年度の実施を予定した「有所見の基準」のコンセンサス調査は、倫理審査等の手続きの関係で、平成31年2月以降に実施する予定である。実態調査の結果を示したうえで調査―回収―公表を繰り返し行い、数値基準が合意されるまで継続する。調査は最大3回実施することにしている。
B．方法
　３年の研究期間の１年目として、各項目について、以下の検討を行った。

１．「有所見の基準」

①
実態調査

１年目に収集した事例の分析の結果をもとに質問票を作成し、日本産業衛生学会の産業医部会の会員を対象とした、有所見者の概念に関する実態調査を実施した。

２．「特定業務従事者健診の対象業務」
②実態調査

収集された事例および労働安全衛生規則第13条第1項第３号のリストに基づき、質問紙を作成して、日本産業衛生学会産業医部会会員に対した。
③歴史調査

特定業務従事者健診については、研究の過程で、科学的根拠やコンセンサス以外に、過去の経緯に関する情報が必要となった。そこで、インターネットや文献等を参考に、特定業務従事者健診の歴史について調査を行った。

３．「既往歴の聴取」

④実態調査

前年度の事例調査で収集された事例をもとに質問紙を作成して、日本産業衛生学会産業医部会会員に対して、質問紙調査を実施し、その実態を明らかにした。
②概念整理

企業統括産業医パネルを対象に、既往歴の聴取の内容および課題について、FGDを実施、既往歴聴取の有り方について検討した。また、その結果をもとにして、法学的視点より、既往歴の聴取にかかわる課題について検討を行った。
C．結果
１．「有所見の基準」

①
実態調査

日本産業衛生学会産業医部会員1446名にアンケート用紙を郵送し、327名より回答が得られた。属性については、産業医歴の中央値が13年、産業衛生学会専門医・指導医の有資格者は137名であった。また現在専属産業医が145名、非専属が179名であった。今後活用していく上で有用と考えられる「有所見」の基準に関しては、「臨床ガイドライン等に基づく基準」が132名(41%)で最多であった。また、「医師の指示」の基準に関しては、「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」が80名(25%)で最多であった。

２．「特定業務従事者健診の対象業務」
②実態調査

日本産業衛生学会の産業医部会会員1446名を対象に自記式アンケート調査を実施し、322名の有効回答（有効回答率22%）を得た。特定業務従事者健診の対象業務が有りと回答したのは、深夜業224名が最多であった。特定業務従事者健診の実施率は対象業務を問わず80%以上と高率であった。放射線・粉じん・振動・騒音・有害物取扱・有害ガス取扱業務など特殊健診が定められている対象業務では、特定業務従事者健診の実施率より特殊健診の実施率が高かったが、重量物取り扱い業務では、特殊健診の実施率が60%と低かった。

結果の活用事例の回答は、深夜業103名が最多であり、高血圧、血糖検査異常の者に対して保健指導や就業上の措置を行った事例であった。その他の業務についての活用事例の回答は20名以下と少数であった。

③歴史調査

特定業務従事者健康診断に関連する法令や通達、関連する文献や書籍の内容を確認した。その結果、現在の特定業務従事者健康診断の対象業務は、1947年（昭和22年）の旧労働安全衛生規則第48条で定められ、各対象業務の基準は「労働基準規則第18条、女子年少者労働基準規則第13条及び労働安全衛生規則第48条の衛生上有害な業務の取扱い基準について（昭和23年8月12日付け基発第1178号）で示されていた。当時、専門家の間でも恕限度の定義が定まっておらず、作業環境測定の技術も発達していなかったため、当面妥当と考えられる基準値を設定していた。しかし、その後約70年間大きく変更が加えられなかった結果、通達で示された基準値のほぼ全てが現在の許容濃度以上であり、大幅に超過している物質も存在していた。

３．「既往歴の聴取」

④実態調査

日本産業衛生学会　産業医部会員1446名に対して郵送式無記名質問票調査を行った。回答率は20.1％であった。既往歴として収集している情報は、現在罹患している疾病が269件（92.4％）、過去に罹患した疾病が272件（93.5％）、服薬歴が144件（49.5％）、家族歴が91件（31.3％）、喫煙歴が226件（77.7％）であった。情報の活用目的は、就業上の措置が71件（49.3％）、保健指導対象者選定が81件（56.3％）、疾病把握が92件（63.9％）、自由記述において合理的配慮を目的としたものもあった。また、既往歴収集の際に、健診機関作成の疾病分類表を利用している例が193件（66.3％）、自社作成の疾病分類表を利用している例が72件（24.7％）であった。
②概念整理

統括産業医グループのインタビューでは、既往歴の利用目的として３つ「安全配慮」、「合理的配慮」、「健康管理」が挙げられた。必要性は、「すべての労働者に必須」、「特定の危険有害作業等がある労働者に必須のもの」、「自己申告出来る機会の提供」に整理されると考えられた。

法律家からの意見聴取では、健康情報の収集として、以下のⅠとⅡの２要件を満たした場合、収集する必要はない情報と考えられる。また、ⅠとⅡとⅢの要件も満たした場合、「収集すべきでない情報」と考えられる。

Ⅰ　健康状態と業務の適合に下記に挙げられるリスクがないと考えられること

(ア)　その健康状態であると求められている業務を遂行できないこと

(イ)　その健康状態であると業務を遂行できず、本人や他者の安全を脅かす可能性があること

(ウ)　当該業務を従事することで、その健康状態が悪化する可能性があること

Ⅱ　その健康状態であることを事業者が知りえた場合、業務の適合を高めるための措置がとれないこと

Ⅲ　その健康状態である情報が一般的に知られたくない、もしくは偏見を生じる可能性がある健康状態であること
しかし、本人に対して情報収集の目的を説明し同意が得られた上での健康情報の取得は可能である。例えば健康管理や健康増進のために必要との説明などである。労働者が自身の健康情報を安心して開示できるような体制づくり等の手続きが重要となる。具体的には、本人が開示した情報の取り扱いに関する取り決めを作成することや取扱責任者や担当者を決めることなどが考えられるとの意見を得た。
D.　考察
１．「有所見の基準」
現状として産業医は健診機関が有所見や医師の指示人数と指定した人数をそのまま労働基準監督署に報告していないことが判明した。これは報告したとしても事業場間の数値基準が違うので比較対象にならないからといったように、あきらめの上で対応しているのか、そもそも労働安全衛生法の趣旨から考えて事業場間比較よりも職務適性上の対応をしっかりすることの方に興味があるから、のいずれかが考えられる。各質問項目で一定の集積がみられていることから今後、数字基準を策定することになれば基準に沿った集計に理解がもたれる可能性が高い。つぎに、先行研究と同様に、「所見のあつた者の人数（有所見者数）」、「医師の指示人数」ともに、健診機関の集計表を利用しているという回答が最も多かった。また今回の対象者には、非専属産業医が多く含まれていたが、専属産業医より、健診機関の集計表を利用している傾向が見られた（有所見 54%（専属）：71%（非専属）、医師の指示 41%：59%）。今回の調査結果から、今後活用していく上で有用と思われる「有所見」の基準に関しては「臨床ガイドライン等に基づく基準」、「医師の指示」の基準に関しては「本人が自らの健康管理のために、医療機関を受診すべき基準」という基準がそれぞれ最も多かった。先行研究の結果も踏まえると、現在の報告様式では企業間や産業医間で様々な捉え方があり、また専属産業医の選任要件のない事業場、あるいは非専属産業医さえも選任できていない事業場などにおいては特に、報告する意義を見出せていないと考えられる。

２．「特定業務従事者健診の対象業務」
特定業務従事者健診の実施率はいずれの対象業務でも高かった。アンケートの対象者は、日本産業衛生学会の産業医部会員であり、専門性の高い産業医を選任している多くの事業場では、法令で定められている特定業務従事者健康診断を実施していると考えられる。

特定業務従事者健診の活用例は、深夜業以外の業務では回答率が低く、活用例なしとの回答も多かった。深夜業務では、体重増加、血圧上昇、耐糖能以上のリスクが上昇することが知られているため、これらの検査を健診項目として含んでいる深夜業務では活用事例が多かったためであろう。特定業務従事者健診と特殊健康診断の実施が共に対象となった多くの業務では、特殊健診の実施率が高かった。特殊健康診断は対象業務により生じうる健康障害に対応した健診項目が設定されているためだと考えられる。一方、異常気圧下業務、重量物取扱い業務では、特定業務従事者健診の実施率の方が高かった。異常気圧下業務ありと回答した人は12名（3.7%）少なく、1名の回答が大きく結果に影響を与えたためと考えられる。また、重量物取扱い業務の健康診断の実施は事業者の義務ではないこと、定期的に実施する健診項目のなかで、必須項目は既往歴および業務歴の調査と自覚症状の有無の検査だけであり、その必要性が相対的に低下したと考えられる。特定業務従事者健診の活用例では、深夜業務における就業上の配慮の他に、職場の環境の把握や、保護具着用を確認しているとの回答があった。これらは、問診で確認していると考えられるが、それ以外の特定業務従事者健診項目は活用されていないようである。そのため、深夜業以外の業務における健診項目の検討が必要である。

また、歴史調査に基づく考察として、特定業務従事者健康診断の対象業務は、1947年（昭和22年）の旧労働安全衛生規則第48条で定められ、その具体的基準は1948年（昭和23年）の1178通達で示された。その当時は、専門家の間でも恕限度の定義が定まっておらず、作業環境測定の技術も発達していなかったため、1178通達では、当面妥当と考えられる基準値が設定されていた。1178通達で有害業務の基準として同時に定められた、時間外労働の制限の対象業務は、業務列挙方式へ変更され、女子年少労働者の就業制限の対象業務は、その後度々変更された。しかし、特定業務従事者健康診断の対象業務及びその基準は、その後約70年間、対象業務や基準は大きく変更されなかった。その結果1178通達で示された基準値（恕限度）の多くは、現在の許容濃度等を超えており、中には大幅に超過している物質もあった。また、特定業務従事者健康診断の実施開始後に、特殊健康診断も開始され、当時とは社会情勢や医療水準も大きく変化してきている。そのため、現在の実態に応じた制度を考える必要があると考えられた。

３．「既往歴の聴取」
現在罹患している疾病の情報の収集は9割を超えているとはいえ100％でないこと、服薬歴が5割を下回っていることなどより、収集すべき情報の周知をさらに進める必要があると考えられた。また既往歴の情報を就業上の措置に利用した事例として、作業内容と疾患を考慮して判断している事例と疾患のみで判断している事例があった。作業内容は①クレーン操作や社用車運転などの運転業務②交替勤務③高所や暑熱といった危険環境での作業④粉じんや有機溶剤などの有害物取り扱い⑤その他に分類された。さらに合理的配慮の目的で利用している事例も報告され、ガイドに掲載する基礎資料を得た。情報の取り扱いにおいて、回答者の6.5％の事業場において管理職（上司）、また26.5％の事業場において人事労務部が取り扱っている実態であった。医療保健職ではない担当者向けの既往歴情報の活用と取り扱いについてガイドで示す必要があると考えられた。
今年度の概念整理と情報の取り扱いなどの留意事項を抽出した結果をもとに、次年度に「（仮）既往歴の聴取に関するガイド」を作成する予定である。
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